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第 1 仕様総則 

  

笛吹市みさかふれあい交流センターの指定管理を行う基準及び業務の内容については、地方

自治法（昭和 22年法律第 67号）、笛吹市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例

（平成 17 年笛吹市条例第 28 号）、笛吹市みさかふれあい交流センター条例（平成 16 年笛吹市

条例第 16号。以下「施設条例」という。）、笛吹市みさかふれあい交流センター条例施行規則(平

成 16年笛吹市規則第 20号。以下「施設規則」という。)及び令和 9年度笛吹市指定管理者募集

要項に基づくもののほか、本仕様書に定めるとおりとする。 

また、管理に当たっては、上記のほか施設設備の維持管理に関する法令及び廃棄物処理に関

する法令に基づき適切に措置しなければならない。 

 なお、本指定期間中に法令等に改正があった場合には、改正された内容に基づくものとする。 

 

1 指定管理者が管理する施設の概要と指定管理者の役割 

笛吹市みさかふれあい交流センター（以下「みさかふれあい交流センター」という。）は、

市民の健康で文化的な生活を積極的に推進するとともに、ふれあいと交流の機会を通して福

祉の増進に寄与するため、平成 12年に開設された。指定管理者が行う業務は、温泉施設の施

設設備について、日常又は定期に必要な保守業務及び点検業務を行うとともに、最良な状態

を維持し、利用者の安全確保に努めることと、福祉の向上と健康の増進及び世代間・地域間

の交流を推進し、利用者にとって快適な施設環境づくり及び温泉施設の利用の促進に関する

こととする。 

 

2 指定管理者が管理する施設及び設備 

（1）施設及び設備の概要 

ア 施設の名称 

笛吹市みさかふれあい交流センター（愛称：みさかの湯） 

イ 施設の位置 

山梨県笛吹市御坂町成田 2200番地 

山梨県笛吹市御坂町国衙 771番地 1（源泉所在地） 

ウ 施設の規模等 

（ア）建築年月  平成 12年 3月 令和 9年 3月 改修(完成予定) 

（イ）開設年月  平成 12年 3月 令和 9年 8月リニューアルオープン(予定) 

（ウ）敷地面積   16759.00㎡ 

（エ）建築面積   1861.97㎡ 

（オ）延床面積   1696.70㎡ 

（カ）構  造  鉄筋コンクリート造 1階建て 

（キ）施設の詳細 〔別紙 1〕のとおり 

 エ 開館時間 

   午前 10時から午後 10時までとする。ただし、入館は、午後 9時 30分までとする。 

 オ 休館日 

 （ア）毎月第 2及び第 4火曜日（国民の祝日に関する法律(昭和 23年法律第 178号)に規定

する祝日に当たる場合はその翌日）ただし、指定管理者は、市長の承認を受けて、臨

時に休館日に開館し、又は休館日以外の日に休館することができる。 

（2）みさかふれあい交流センターの事業概要 

  ア 福祉の向上及び健康増進に関すること。 

  イ 世代間及び地域間交流推進に関すること。 

  ウ 文化の振興及び生きがいづくりに関すること。 

  エ その他交流センターの設置の目的を達成するために必要な事業 
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3 管理に要する経費 

笛吹市（以下「市」という。）は、管理運営に要する経費から収入見込額を差し引いた額を

指定管理料として支払うこととする。 

（1）管理経費 

指定管理者は、市が支払う指定管理料及びその他収入をもって施設の運営管理に充てる

ものとする。この指定管理料には、施設の運営管理に必要な一切の費用が算入されており、

主なものを挙げると次のとおりである。 

人件費 職員給与、共済費等 

水道光熱費 電気使用料、上下水道使用料、燃料費 

修繕費 施設・設備・備品の修繕料（50 万円未満のもの） 

委託料 消防設備、清掃、植栽管理、警備業務、保守管理 

使用料 リース物件のリース料 

その他 消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、保険料、備品購入費 

  

（2）収入として見込まれるもの 

次の収入は、指定管理者の収入とする。 

ア 施設利用料 

イ 事業収入（市からの依頼事業及び指定管理者の管理行為による事業収入） 

ウ その他収入 

 

（3）指定管理料の清算及び利用料金の納入 

指定管理者が行う業務（以下「指定管理業務」という。）において余剰金等が発生した場

合であっても、協定に定められた管理運営を遵守している限り、指定管理者の自助努力を

促すため原則として指定管理料の清算は行わない。 

ただし、次の場合は市と指定管理者との協議により余剰金や収益の取扱いを決定し、指

定管理料の返金、翌年度以降の指定管理料の減額又は利用料金の納入を求めることがある。 

ア 明らかな見積り誤りに起因する余剰金が発生した場合 

イ 協定に定める業務を行わなかったために余剰金が発生した場合 

ウ 申請書において積算した利用料収入を大きく上回り、かつ業務報告における支出の額

を大きく上回る場合 

エ その他市と指定管理者合意の上で特別な事情が認められる場合 

 

（4）利用者数、利用料の実績 

過去 2年度分のみさかふれあい交流センターにおける利用者数及び利用料収入の状況は、

〔別紙 2〕のとおりであるので参考とすること。ただし、当時の指定管理者が行った実績を記

載したもので、利用者数、利用料収入額の水準を保証するものではない。 

 

（5）管理経費の実績 

過去 2 年度分のみさかふれあい交流センターにおける管理経費の実績は〔別紙 3〕のとお

りであるので参考とすること。ただし、当時の指定管理者が行った実績を記載したもので、

管理経費の水準を保証するものではない。 

 

4 事務のために使用する場所 

指定管理業務のために必要な事務作業を行うために指定管理者が占有し、使用できる場所

は次のとおりとする。 

1階 事務室 

 



 - 3 - 

5 指定管理業務 

次に掲げる業務であり、「第 2 業務仕様」以降で定める基準を満たすものであること。 

なお、指定管理者が指定管理業務を一体的に委託することは認めないが、個別業務を他者

に委託することは可能である。 

また、業務委託や物品購入及び資材等の調達に際しては、市内事業者の活用に努めること。 

（1）みさかふれあい交流センターの維持管理及び運営に関する業務 

ア みさかふれあい交流センターの維持管理に関する業務 

イ 利用料金徴収に関する業務 

ウ 警備（入退館管理、施錠管理、館内巡視、防火・消火対策） 

エ 清掃、廃棄物処理、害虫駆除 

オ 駐車場及び緑地等の植栽管理 

 

（2）みさかふれあい交流センターに関する保守管理業務 

ア 電気設備（受変電設備、総合監視設備、電灯設備、動力設備、弱電設備、テレビ受信

設備、拡声設備、緊急呼出設備、インターホン設備、電話機器その他）、空調設備（空調

機、換気設備その他） 

イ 給排水及び衛生設備 

ウ 上下水道設備 

エ 灯油購入及び給油 

オ 法定点検 

カ 消耗品交換 

キ 小修繕（50万円未満） 

 

（3）その他必要な業務 

ア 利用者に対する案内等 

イ 館内掲示物及び設置物の管理 

ウ 鍵の管理 

エ 郵便物等の管理 

オ 文書の管理 

カ 事業報告 

キ 関係機関等との連絡調整及び事業報告 

ク 物品の管理 

ケ 公衆電話の管理 

コ 交付した適格請求書の写しの保存 

 

6 リスク分担 

市が想定するリスク分担の方針は次のとおりである。ただし、表に定める事項の解釈にお

いて疑義が生じた場合又は定めのない事項については、指定管理者と市が協議して定める。 

 

項 目 内 容 市 指定管理者 

包括的責任 施設設置者、所有者としての包括的責任 

（管理瑕疵を除く。） 
○  

維持管理 植栽管理、施設管理、物品管理、清掃、安全衛生管理等  ○ 

運営管理 

 

企画調整、利用指導、案内、警備、苦情対応、利用促進等 
 ○ 

施設、設備、

備品等の修

繕 

事故・火災等によるもの 両者協議 

天災等によるもの ○  

施設等の管理上の瑕疵に係る損害  ○ 
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第三者による行為で相手方が特定できないもの 両者協議 

経年劣化によるもの（小規模なもの：50 万円未満）  ○ 

    〃    （上記以外） ○  

設備、備品等

の更新、新規

購入 

 

事故・火災等による更新 両者協議 

天災等による更新 ○  

管理上の瑕疵に伴う更新  ○ 

市の政策、方針に起因する新規購入 ○  

経年劣化による更新 両者協議 

（所有権は購入者

に帰属） 

指定管理者に起因する業務の拡大、変更に伴う新規購入 

物価変動 物価変動による人件費、物品等経費の増  ○ 

経済変動等により予定していた業務計画の実施が困難とな

った場合 
両者協議 

金利変動 金利の変動による経費の増  ○ 

住民等対応 

 

 

地域との協調  ○ 

施設管理、運営内容に対する住民、利用者からの反対、訴

訟、要望への対応 
 ○ 

上記以外 ○  

資金調達等 運営上必要な初期投資、資金の確保  ○ 

債務不履行 
市が協定内容を不履行 ○  

指定管理者が業務及び協定内容を不履行  ○ 

支払遅延 
指定管理者の責に帰すことのできない理由により、市から

経費の支払い遅延によって生じた負担 
○  

性能不適合 協定により定めた管理運営サービスの要求水準に不適合  ○ 

書類の誤り 

募集要項、仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書等指定管理者が申請した内容の誤りによるもの 
 ○ 

不可抗力 
天災、暴動等による業務の変更、中止、延期又は臨時休業 

両者協議 

非常災害時

における避

難所として

の使用 

避難所の管理運営責任及び経費負担 ○  

施設提供及び避難所開設への協力  ○ 

業務中止に伴う減収、人的補償 
 ○ 

需用変動 

想定できない特殊な事情による需用変動（利用者減、収入

減等） 
両者協議 

上記以外  ○ 

運営費上昇 

指定管理者側の要因による運営費用の増大  ○ 

行政上の理由から施設管理、運営継続に支障が出た場合又

は変更を余儀なくされた場合の経費増 
○  

施設の競合 競合施設による利用者減、収入減  ○ 

税制・法令の

改正 

指定管理業務に直接関係する制度改正等による経費の増加

又は収入の減少 
○  

上記以外の改正等による経費の増加又は収入の減少  ○ 

その他の制

度変更 

指定管理者制度に直接関係する条例、規則等の改正その他

の制度変更等による経費の増加又は収入の減少 
○  
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上記以外の条例、規則等の改正その他の制度変更等による

経費の増加又は収入の減少 
 ○ 

第三者への

賠償 

指定管理者としての注意を怠ったことによる損害  ○ 

不可抗力によるもの ○  

環境問題 

指定管理者が行う業務に起因する有害物質排出、騒音、振

動、大気汚染、水質汚濁等 
 ○ 

隣接地権者に起因する損害 両者協議 

セキュリティ 情報の遺漏、警備不備による事故及び犯罪の発生  ○ 

事業終了時

の費用 

指定期間終了時、期間中途における業務の廃止又は指定取

消による事業者の撤収費用 
 ○ 
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第 2 業務仕様 

 

1 施設等の管理運営全般に関する事項 

（1）管理責任者の配置 

ア 管理責任者及び消防法第 8 条第 1 項の規定による防火管理者を配置し、その者の氏名

を書面により報告すること。 

イ 管理責任者は、各業務全般についてその責任を負うものとする。 

 

（2）職員の配置（最低基準） 

１階事務室において、受付及び案内業務を行う職員を、施設条例に規定する開館時間の

間１名以上配置すること。また、そのほか管理運営に必要な人員を適切に配置すること。 

 

（3）業務に関する計画の作成 

ア 指定管理業務に関する業務計画書を作成した上で年度当初に市へ提出し、承認を得る

こと。 

イ 業務計画書に従って行った業務につき、点検、評価、見直し等を行ったものについて

記録すること。 

ウ 個別業務が業務計画書により実施されていることを常時確認するとともに、不適合な

業務については適宜是正していくこと。 

 

（4）職員の管理 

ア 指定管理業務に従事する職員（以下「業務従事者」という。）に必要な研修を行い、そ

の資質向上に努めること。 

イ 業務従事者の健康を害さないよう努めること。 

ウ 業務遂行上の諸規定を整備した上で、業務従事者に遵守させること。 

エ 指定管理業務の一部を委託する場合は、委託先との契約において同規定の遵守事項を

明記するなど、必要な措置を講ずること。 

 

（5）個人情報の保護 

ア 指定管理者が個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法

律第 57号）の規定に従い、保有個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の保有個

人情報の適切な管理に必要な措置を講じた上で、指定管理業務にあたること。 

イ 市と指定管理者が締結する協定書には、〔別紙 4〕に示す例に基づく個人情報に関する特

記事項を盛り込むこととする。 

ウ 個人情報の保護に関する業務上の規定を整備した上で、業務従事者に遵守させること。 

エ 指定管理業務の一部を委託する場合は、委託先との契約において同規定の遵守事項を

明記すること。 

 

（6）守秘義務 

守秘義務に関して次に掲げる事項の規定を整備し、業務従事者が遵守するよう厳格な管

理を行わなければならない。 

ア 入居者及び入居機関の占用区域内にある書類の閲覧、複写、撮影等の情報収集を行わ

ないこと。 

イ 業務に専念し、必要以外の場所に立ち入らないこと。 

ウ みだりに書類に手を触れない、コンピューターの画面を覗かないなど、必要以上の行

為をしないこと。 

エ 職務遂行中に知り得た情報を遺漏しないこと。 
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オ 指定管理業務の一部を委託する場合は、委託先との契約において同規定の遵守事項を

明記すること。 

 

（7）安全管理等 

ア 安全管理に十分配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全を図るとともに、利用者

及び業務従事者の安全確保に努めること。 

イ 衛生管理に十分配慮し、常に快適な利用ができる状態の保持に努めること。 

ウ 災害、事故等の緊急事態発生時に備え、具体的な対応計画を定め、緊急時の連絡先等

をあらかじめ市に報告するとともに、避難・救出その他必要な訓練を定期的に実施する

こと。 

エ 建物、設備機器、工作物、備品等に破損箇所又は破損しそうな箇所を発見したときは、

ただちに市に報告し、その指示に従うものとする。ただし、容易に補修可能な小修繕に

ついては、指定管理者の判断で補修を行うこととする。 

オ 施設条例第 13条及び施設規則第 3条の規定に違反又は該当する利用者を発見したとき

は、速やかに遵守事項を通知し、是正を求める等の対応を行うこと。 

 

（8）災害時等の履行責任 

ア 施設利用者の被災に対する第一次責任を有し、施設又は施設利用者が被災した場合は、

利用者の安全確保、救護等のため迅速かつ適切な対応を行うとともに、市の求めに応じ

て必要な協力を行うこととする。 

イ 施設が笛吹市地域防災計画に定める指定避難所、福祉避難所及び市指定緊急避難場所

に指定されている場合、災害発生時には、施設をその用に供することとする。 

指定避難所等として使用することになった場合の管理運営については、市の責任と費

用負担のもとに行うが、設備、備品の貸与等必要な協力を行うこととする。ただし、通

常業務停止に伴う減収及び人件費補償について、市は責任を負わない。 

 

（9）協力体制 

ア 市の主催又は後援等によりイベントを実施する場合、市と調整を図り、実施に協力す

ること。 

イ 施設等の管理上必要な情報を市が求めた場合は、速やかに提示すること。 

ウ 法令等に基づき実施される各種検査及び監督に対応すること。 

 

（10）報告義務 

業務計画、管理責任者の変更等、重要な変更がある場合は、速やかに市へ報告すること。 

 

（11）賠償責任 

施設等の維持管理上の不備により利用者の財物等に損害を与えた場合は、原則として指

定管理者において賠償すること。このため、賠償責任保険に加入すること。 

 

2 みさかふれあい交流センターの利用に関する事項 

（1）利用料金の徴収 

  施設を利用するものから、施設条例第 10条に規定する利用料金を徴収すること。 

 

(2)利用料金の減免 

  施設条例第 10条に規定する利用料金の減額または免除に関する業務を行うこと。 

 

(3)利用料金の還付 

  施設条例第 11条の規定に該当する場合は、利用料金を還付する業務を行うこと。 
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3 施設等の維持管理に関する事項 

以下に定める事項のほか、「第 3 特記仕様」に定める内容を満たす水準の管理業務を行う

こと。 

（1）施設、設備及び備品等の維持管理に関すること 

ア 50万円に満たない小修繕は指定管理者が行うこと。 

イ 施設等を常に清潔な状態に保持するよう努め、管理上発生した廃棄物については適正

な分別を行い、所定の場所に搬出するとともに、定期的な清掃等を実施すること。また、

利用者には、ごみの持ち帰りを徹底させること。 

ウ 維持管理に係る費用、水道光熱費、電話料金等は、指定管理者が一括して支払うこと。 

エ 市が貸与する施設設備及び備品は、善良なる指定管理者の注意をもって管理すること。 

オ 電球等の消耗品は、随時補充又は交換すること。 

カ 自家用車等での来館者が多い日については、車両の誘導を行い、駐車場の整理を行う

こと。 

キ 本業務を遂行する上で必要なコピー機、パソコン等の事務機器、事務用品及び券売機・

レジスターや電話機・ＡＥＤ等の備品については、一切を指定管理者が用意すること。 

ク 市が指定管理者に対して支払う指定管理料により購入した物品は、当該業務のみに使

用すること。指定管理料により購入した備品は、台帳（電子データ可）により管理する

こと。 

ケ 指定管理業務に要する諸工具、器具、消耗品、水道光熱費等一切の費用については、

指定管理料の中に含むこと。 

コ 保守点検業務については、年度当初に緊急連絡体制表と年間の設備保守点検計画表を

作成し、この計画に従って業務を遂行すること。変更が生じた場合は、その理由と対処

方法を記録保存すること。 

サ 保守点検業務の作業時間については、施設利用者に配慮すること。特に停電を伴う作

業については、少なくとも 2週間前には施設利用者に対して周知すること。 

ただし、不測の事故等による場合はこの限りでない。 

シ 保守点検業務を実施する際は、施設及び設備周辺の原状が保たれるよう、事前に必要

と思われる箇所を補強養生すること。 

ス 保守点検業務実施の結果、部品の取替、修理等を必要とする場合は、速やかに処置す

ることとし、50万円に満たない小修繕は指定管理者の費用負担により行うこと。 

セ 保守点検業務実施の結果生じる消耗品、使用済み部品等廃棄品の廃棄に係る作業及び

費用については、保守管理業務に含むこと。 

ソ 保守点検業務実施の結果、寿命による自然消滅、破損等取替を要する部品、機器が生

じたときは、直ちに処置方法を検討し、50 万円に満たない小修繕においては速やかに実

施すること。修繕の見積りが 50万円以上であり、かつ協定書(仕様書)に規定する指定管

理者のリスク分担に属さないものについては市へ報告し、判断を仰ぐこと。 

タ 保守点検業務実施後は、速やかに点検の結果等を記録し保存すること。 

チ 管理対象設備等の動作不良及び故障が発生した場合は、速やかに市へ報告し、原因究

明に努めるとともに、対処し、又は市の判断を仰ぐこと。 

ツ 市が施設の改修及び修繕工事等を実施する際は、事前調整及び施工時の立会いをする

こと。 

（2）施設の管理運営に関すること 

ア 利用者に対する館内の案内等 

業務内容及び連絡先等、館内の施設設備の機能等を充分に理解し、利用者に対して適

切な案内を行うこと。 

イ 館内掲示物及び設置物の管理 

（ア）館内の掲示物の管理を行うこと。 



 - 9 - 

（イ）館内へ掲示すべき掲示物は、施設設置の目的と照らし、適正なもののみを掲示する

こと。 

（ウ）それぞれの掲示物に掲示期間を設定し、期限となった時点で速やかに撤去するなど

の適切な管理をすること。 

ウ 鍵の管理 

（ア）鍵（カードキー）は台帳により管理すること。 

（イ）鍵（カードキー）の紛失があったときは、直ちにセキュリティ上必要な対策を講じ

るとともに、紛失者の費用負担により鍵（カードキー）を作成（発行、交換）するこ

と。 

エ 郵便物等の管理 

（ア）郵便物等の預りが発生したときは、適正な管理を行うこと。 

（イ）配達先が特定できない郵便物の扱いは、市の指示を受けて対処すること。 

（ウ）利用者の遺失物管理に関する規定を作成し、適正な管理及び警察署への届出を行う

こと。 

オ 文書の管理 

（ア）指定管理業務に関わる書類及び電子データ等は、指定期間終了後、最低 5 年の期限

を定めて管理すること。 

（イ）指定管理業務遂行のために市が指定管理者に貸与する図書類は、紛失、毀損、汚損

等がないよう適正に管理すること。 

カ 事業報告 

（ア）月次報告  

指定管理者は、毎月報告書を作成し、翌月 10日までに市に提出すること。月次報告    

に記載する事項は、利用料の徴収状況、保守点検業務等の実施状況並びにその他施設

の管理上特別に実施した業務及びその評価である。 

（イ）年次報告 

次に掲げる事項を記載した業務報告書を、年度末から 30日以内に市に提出すること。 

ａ 指定管理業務に係る経理状況 

ｂ 施設等利用状況及び利用者数 

ｃ 事業実施状況及び参加者数 

ｄ 指定期間における次年度の業務計画 

ｅ 指定管理者が直接雇用する業務従事者の配置状況 

（ウ）その他 

 市は、指定管理者から提出された月次報告書、年次報告書その他報告及び現地調査に

より、指定管理者が適正かつ確実な管理業務を行っているか、履行内容が仕様書及び選

定時の提案の水準を満たしているか、報告書等の具体的な内容が要求水準を満たしてい

るかについて確認する。 

キ モニタリング 

市は、指定管理者が協定書及び仕様書に示す業務を確実に遂行し、要求水準を達成し

ているか否かを確認するとともに、財務状況及び利用状況を把握するため、業務の実施

状況について定期的にモニタリングを実施する。 

モニタリングは、次のとおり実施する。 

（ア）指定管理者事業状況報告書の作成、提出 

指定管理者は、市から示される指定管理者事業状況報告書（モニタリング用）を現

地調査実施前の指定した日までに提出する。 

（イ）ヒアリング及び現地調査 

市は、指定管理者事業状況報告書（モニタリング用）の内容に基づいてヒアリング

及び現地調査を行う。 

（ウ）評価 
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市は、ヒアリングの結果等を踏まえ、必要な指導を行う。 

ク 利用者意向の把握 

施設利用者の意見を施設運営に反映させるため、次の方法によって利用者意向の把握

を行い、毎年度終了後、利用者意向の内容とその対応状況について市へ報告を行うこと。 

（ア）アンケート調査（個別聴き取り形式） 

（イ）アンケート調査（調査用紙の常設形式） 

（ウ）意見箱の設置 

ケ 物品の管理 

市の所有に属する物品については、笛吹市財務規則（平成 29年笛吹市規則第 8号）及

び備品分類新旧対比表で示す分類に基づいて管理を行うものとする。物品の一覧は、〔別

紙 5〕のとおりである。 

  コ 適格請求書の写しの保存 

    適格請求書発行事業者の登録を受けている場合は、消費税法に基づき、交付した適格

請求書の写し又は提供した適格請求書に係る電磁的記録を保存し、市へ提出すること。

電磁的記録により保存をする場合は、電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類

の保存方法等の特例に関する法律（以下、「電子帳簿保存法」）及び電子帳簿保存法施行

規則で定める要件に従い保存すること。 

 

4 留意事項 

（1）公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の個人及び団

体等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

（2）指定管理者が指定管理業務に係る各種規定を作成又は改定するときは、事前に市と協議を

行うこと。 

（3）各種規定がない場合は、市の諸規定に準じて業務を実施すること。 

（4）指定管理者といえども施設等を行政目的外に使用することはできない。 

（5）利用者及び近隣からの苦情等にも原則指定管理者が対応すること。 

（6）車椅子使用者、障がい者及び高齢者等への十分な配慮をすること。 

（7）業務不履行時の処理 

ア 指定管理者が行う指定管理業務が協定書、仕様書若しくは選定時の提案内容を満たし

ていないとき又は利用者が施設を利用する上で明らかに利便性を欠く場合は、市は指定

管理者に対して改善の指示をすることができる。 

イ 市は、指定管理者が前項の指示に従わないときはその指定を取り消し、又は期間を定

めて停止することができることとし、取消後及び停止期間にかかる指定管理料は支払わ

ない。 
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第 3 特記仕様 

  

1 警備業務 

（1）目的 

建物の内外及びこれに附属する諸設備について、火災、盗難、破壊並びに不法行為を予

防、発見、防止し、施設等の安全かつ円滑な管理運営に寄与することを目的とする。 

 

（2）警備対象区域 

みさかふれあい交流センター全館、温泉スタンド、源泉、駐車場及び外周 

 

（3）警備業務における基本的事項 

ア 火災に対し、次に掲げる適切な対応を図ること。 

  (ア) 火災を発見した時の通報及び消火活動その他の措置 

 (イ) 消防署及び市への通報並びに対応計画に定める緊急連絡者への対応 

イ 防犯に対し、次に掲げる適切な対応を図ること。 

  (ア) 侵入者等の潜伏、徘徊を発見した時の処置 

  (イ) 警察署への通報及び対応計画に定める緊急連絡者への連絡 

ウ 休館日及び閉館時間においても適切な対応を図ること。 

 

2 清掃業務 

（1）目的 

当該業務は、みさかふれあい交流センターの全般について、内外の環境をより衛生的に

保持し、利用者に常に清潔で快適な利用環境を提供するとともに、建物の耐久化を図るこ

とを目的とする。 

（2）清掃業務の範囲・内容 

 清掃業務の範囲は、みさかふれあい交流センターの内外とし、その作業内容及び頻度は、

下記に示すとおりである。 

ア 日次清掃 

    次の清掃業務について、毎日１回以上行うこと。 

     脱衣室、ロッカー、洗面台、サウナ室、ヒーリングルーム、浴槽タイル面、サウナマ

ット、脱衣室マット、トイレ、玄関及び下足箱、館外、外便所 

イ 夜間清掃 

(ア) 浴槽内の温泉すべてを排水し、浴槽内の清掃及び消毒を行なうこと。 

  (イ) サウナ室・浴室洗い場の清掃、桶・腰掛けの汚れ取り、排水口のごみ取り、露天風

呂のごみ取り、鏡の曇り取りは毎日行なうこと。 

  ウ 定期清掃 

次の清掃業務について、定休日等を利用し、年間を通して清掃業務ごとに設けた回数以

上行うこと。 

(ア) 浴室、浴槽（露天風呂含む）       『26回』 

(イ) 脱衣所床洗浄・トイレの清掃       『 2回』 

(ウ) 浴室室及び畳部分洗浄          『 2回』 

(エ) カーペット洗浄他共有部（通路・ロビー） 『 2回』 

(オ) 全館ガラス・サッシクリーニング     『 2回』 

(カ) 照明器具清掃              『 2回』 

(キ) ソファークリーニング          『 2回』 

(ク) 換気扇清掃               『 2回』 

  エ 駐車場等の清掃 
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みさかふれあい交流センター、温泉スタンド、ゲートボール場、源泉地等に付随する駐

車場等のごみの収集、植栽管理及び草取りを行うこと。 

 （3）清掃業務における遵守事項 

ア 清掃業務に係る計画を策定し、策定した計画書に基づき清掃業務が実施されるよう管

理すること。 

イ 清掃業務の実施が施設等の利用に支障を与えないよう充分配慮すること。 

ウ 清掃業務を総括的に実施するため、清掃責任者を選任し、企画、指導及び監督させる

こと。 

エ 清掃業務の実施に当たっては、常に火災、盗難その他の事故が発生することのないよ

う十分に注意すること。 

オ 清掃業務の実施に当たり、設備及び備品等を損傷しないよう細心の注意を払うこと。

万一器物等を損壊した場合には、市に速やかに連絡し、その指示に従い指定管理者の負

担で原状回復すること。 

カ 清掃器具及び使用材料は指定管理者の負担とし、作業内容及び建築材料に最も適した

ものを用いること。また、清掃業務に使用する器具及び材料は全て品質良好（日本工業

規格等）のものを使用するとともに、その取扱いや使用方法についても、過誤のないよ

う十分注意しなければならない。 

キ トイレ及び洗面所において利用者が使用する石鹸、トイレットペーパー等の消耗品は

指定管理者の負担とし、利用者の健康及び快適性を重視した良質なものを用いること。 

ク 清掃業務に直接使用する以外の機械器具及び材料等の物品を、市の許可無く施設内に

搬入及び放置してはならない。 

ケ 清掃作業員が清掃業務に従事するときは、一定の服装を着用させて指定管理者の作業

員であることを明瞭にするとともに、服装は常に清潔を保たせなければならない。 

また、清掃業務に従事する作業員は、言語動作に十分気をつけ、利用者に不快の念を

抱かせてはならない。 

コ 清掃業務の実施時は、通行者、壁等に塵、ほこり、清掃用水を飛散させないよう十分

注意すること。 

サ 清掃作業員が清掃業務の実施中に破損箇所を発見した場合は、直ちに適切な処置を講

ずること。 

シ 紙くず、廃棄した書類は、たばこの吸殻とは区別し、火元に十分注意した上で処理す

ること。 

ス 電気と機械設備の定期点検業務が同時に行われる場合には、関係者と相互に連絡及び

協調して、業務を円滑に遂行するよう努めること。 

セ 環境衛生の向上 

（ア）清掃業務の実施に当たっては、浮遊粉塵を発生させないように行うこと。 

（イ）清掃業務によって排出される汚濁排水その他が、自然環境を汚染する結果にならな

いこと。 

（ウ）その他環境衛生を損なうおそれのないこと。 

ソ 施設等の安全性の向上 

（ア）作業能率や経済効率を理由として、建材の保全性を損なう方法や材料の使用は避け

ること。 

（イ）作業機材の放置など、利用者の安全を損ねる作業方法を排除すること。 

（ウ）物品の破損、汚染に注意し、移動できる物品は移動して行う。また、付属品の破損、

取付の不備を発見したときはただちに指定管理者が安全確保のための適切な処置を行

うこと。 

（エ）火気には特に留意し、引火性物質は絶対に使用しないこと。 

タ その他 

（ア）上記の項目を満たした上で、作業の能率を向上するための業務改善に努めること。 
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（イ）清掃業務日誌を作成すること。 

（ウ）年末年始の休館日の清掃は行わない 

 

3 廃棄物の処理 

施設等の管理運営業務において発生したごみについて、廃棄物の処理及び清掃に関する法

律等に従い、適正に処理すること。なお、処理に当たっては分別を徹底し、リサイクルに努

めること。また、処理までの間は衛生面にも十分に注意を払うこと。 

 

4 衛生 

(1)レジオネラ検査等を行い、法定の水質基準に適合するよう水質を管理すること。 

(2)飲食の提供を伴う場合には関係法令を遵守すること。 

 

5 植栽管理 

（1）目的 

施設の美観及び景観を保全し、利用者の快適性を保持する。 

（2）内容 

ア 植栽管理 

   利用者の安全を確保しつつ、快適な空間を提供することができるよう、除草作業、剪定、

消毒、水やり等、植栽を管理する。 

施設名 項  目 備 考（ローズガーデンを除く） 

みさかふれあい

交流センター 

駐車場 
樹木管理 

剪定 年 1回以上 

病害虫防除 年 2回以上 

施肥 年 1回以上 

 イ  ローズガーデンの育成管理 

バラの剪定、枯れ花摘み、消毒、草取り、苗木の更新などバラの適正な生育管理作業を行

うこと。なお、本作業にはバラの生育管理の専門知識を有する業者へ委託すること。 

(参考：直近の管理業者は(有)コマツガーデン) 

 

6 保守管理・法定点検業務 

（1）目的 

本業務は、建物、設備の安全性を確保し、利用者に安全な施設環境を提供することを目

的とする。 

ア 消防 

   消防法の規定に従い、防火管理を行うこと。 

イ 電気設備 

   電気事業法に基づく保安規定に従い、電気設備の点検を行うこと。 

 

（2）保守管理・法定点検業務の範囲・内容 

ア 保守点検・法定点検業務は下記のとおりとする。 

No, 項目 回数 備考 

1 電気設備保守点検 年 12回  

2 レジオネラ対策(施設洗浄殺菌) 年 1回  

3 ボイラー煤煙測定 年 2回  

4 衛生害虫駆除 年 2回  

5 
空調設備保守点検 

（排風機・フィルター含む） 
年 2回  
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6 自動制御機器保守点検 年 1回  

7 ボイラー保守点検 年 1回  

8 ろ過ポンプ保守点検 年 3回  

9 水質検査(ﾚｼﾞｵﾈﾗ属菌検査含む) 年 4回  

10 ろ過装置保守点検 年 3回  

11 滅菌装置保守点検 年 3回  

12 受水槽清掃・消毒・水質検査 年 1回  

13 貯湯槽清掃・消毒 年 1回  

14 自動ドア設備保守点検 年 3回  

15 自動給水ユニット・ポンプ点検 年 1回  

16 温泉用ポンプ保守点検 年 3回  

17 衛生ポンプ保守点検 年 2回  

18 オイルポンプ保守点検 年 2回  

19 井戸用ポンプ・滅菌機保守点検 年 2回  

20 バイブロアー点検 年 3回  

21 超音波ノズル点検・清掃 年 3回  

22 バイブラマット点検・清掃 年 3回  

23 ブラスタートラップ点検 年 1回  

24 サンドセパレーター点検 年 2回  

25 源泉ポンプ・温泉スタンド保守点検 年 2回  

26 温泉源泉受水槽保守点検 年 1回  

27 オイルタンク点検 年 1回  

28 循環配管・源泉槽洗浄 年 1回  

29 消防設備保守点検 年 2回  

 

イ 法定点検業務の遂行 

（ア）法定点検業務の手続きに係る費用は、指定管理者が負担すること。 

（イ）法定点検業務の手続きは、再委託することができる（ただし、申請者は指定管理者

の名をもってこれを行う。）。 

ウ その他一般事項 

（ア）書類の作成及び届出は必ず行わなければならない。 

（イ）届出を行うにあたり、必要な有資格者の選任を行うこと。 

 

7 留意事項 

（1）保守点検要領の作成 

  保守点検要領等を作成し、保守点検を実施すること。なお、施設運営に支障を来さないよ

う、各種備品の管理を行い、破損又は不都合等が生じたものは市と協議し随時更新するこ

と。 

（2）事故、故障等異常時の措置 

施設内において、事故又は故障が発生したときは、市に報告し、指示を受け必要な措置を

講ずるものとする。ただし、緊急を要する場合又は軽微な事故・故障の場合は、指定管理

者において必要な措置を講ずるものとする。 

（3）巡視点検 

   源泉地その他の施設等の異常をいち早く認識するため、常時これらの設備を見回ること。 
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（4）修繕計画の協議 

  修繕に係る経費のうち、次年度以降の修繕で対応が可能なものについては、市が別途指示

したときに、修繕の箇所、内容、金額、優先順位等を報告すること。市は報告に基づき計

画的に行う修繕項目を選定し、次年度以降予算の範囲で修繕を実施又は指定管理者に指示

を行う。 

（5）保守管理に係る関係書類の整備 

   保守管理に当たっては、業務日誌、作業記録などの業務関係書類を作成し保管するものと

する。 

8 貸しスペースの利用方法の提案 

 別図の平面図に記載する「貸しスペース」の部分については、施設の魅力向上や、収益増加に

向けて自由に使用できるスペースとし、その活用方法を指定管理指定申請書の中で提案すること。 

 

9 その他 

（1）高圧電気については、現在、東京電力エナジーパートナーと長期の契約を交わしているの

で留意すること。 

（2）この仕様書に記載のない事項については、市と協議の上、業務を実施するものとする。 
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〔別紙 1〕 

施設の詳細  

施設名 種 類 名        称 数   量 単位 備    考 

みさか

ふれあ

い交流

セン タ

ー 

 

 

 

 

 

土地 敷地面積 16,759.00 ㎡  

建物 

 

 

 

延床面積 1,696.70 ㎡  

風除室 12.96 ㎡  

ホール 79.48 ㎡  

事務室・受付 73.66 ㎡  

休憩室 8.62 ㎡  

給湯室 4.83 ㎡  

機械室 112.36 ㎡  

多目的トイレ 5.68 ㎡  

男子トイレ 18.06 ㎡  

女子トイレ 18.95 ㎡  

倉庫 2 2.90 ㎡  

倉庫 3 6.19 ㎡  

倉庫 5 3.80 ㎡  

倉庫 6 3.64 ㎡  

脱衣室(男子) 77.20 ㎡  

トイレ(男子) 5.22 ㎡  

廊下(男子) 20.13 ㎡  

脱衣室(女子) 77.20 ㎡  

トイレ(女子) 5.22 ㎡  

廊下(女子) 22.73 ㎡  

浴室(男・女) 193.41 ㎡  

ロウリュウ式サウナ(男・女) 24.79 ㎡  

ドライサウナ(男・女) 12.81 ㎡  

授乳室 5.79 ㎡  

貸しスペース 162.07 ㎡  

家族風呂 15.20 ㎡  

貸しスペース(リラクゼーション) 40.52 ㎡  

ヒーリングルーム 176.06 ㎡  

自販機スペース 24.19 ㎡  

お土産・売店等エリア 50.94 ㎡  

廊下 243.95 ㎡  

設備機器 

受水槽(井水) 1 基 屋外 

温泉タンク 1 基 屋外 

貯湯槽 1 基 機械室 

真空式温水機 2 基 機械室 

オイルタンク 1 基 屋外 

オイルサービスタンク 1 基 機械室 

加圧給水ポンプ 1 組 機械室 

温泉加圧ポンプ 1 組 機械室 

給湯加熱ポンプ 2 基 機械室 

給湯循環ポンプ 2 基 機械室 

浴槽昇温ポンプ 2 基 機械室 
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給油ポンプ 1 基 機械室 

返油ポンプ 1 基 機械室 

膨張水槽(温泉加熱・床暖房系統） 1 基 機械室 

膨張水槽（給湯系統） 1 基 機械室 

塩素滅菌装置 1 基 屋外 

ブラスタートラップ 2 基 屋外 

サンドセパレーター 1 基 屋外 

井戸ポンプ 1 基 屋外 

ウォータークーラー 2 台 脱衣室 

ろ過機 3 式 機械室 

アトラクション装置 1 式 機械室 

マルチエアコン空調室外機 15 台 屋上 

マルチエアコン空調室内機 31 台 各室 
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〔別紙 2〕 

 

1 利用者数の実績                                         （単位：人） 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

令和 6年度 17,362 18,302 16,674 17,622 17,850 17,349 

令和 7年度 16,581 18,206 14,987 16,553 16,145 15,475 

 

 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

令和 6年度 17,228 18,298 20,226 21,598 19,162 19,332 221,003 

令和 7年度 14,182 13,396 14,879 15,943 13,292 14,767 184,406 

 

2 利用料金収入の実績                                    （単位：千円） 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

令和 6年度 5,740 6,073 5,462 5,697 5,863 5,708 

令和 7年度 6,061 6,729 5,519 6,098 6,138 5,725 

 

 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

令和 6年度 5,498 5,865 6,543 6,974 6,135 6,112 71,670 

令和 7年度 5,120 4,792 5,187 5,514 4,695 5,039 66,617 

 

※当時の指定管理者が行った実績を記載したもので、料金収入の水準を保証するものではない。 
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〔別紙 3〕 

 

管理経費の内訳（令和 6年度～令和 7年度の実績） （単位：千円） 

項 目 内 容 令和 6年度 令和 7年度 

原価 タオル等、物販の仕入れ費用 1,323 1,238 

人件費（福利厚生費等

を含む。） 

職員給料 20,048 22,380 

法定・福利費 1,430 1,372 

計 21,478 23,752 

水道光熱費 

電気料 13,117 12,104 

上下水道料 4,557 3,939 

重油代 20,026 19,142 

計 37,700 35,185 

管理事務費 

修繕費 1,589 2,806 

消耗品費 3,792 2,994 

計 5,381 5,800 

業務委託費 

警備 228 240 

清掃業務 5,496 5,755 

保守管理費 5,156 5,246 

送迎バス代等 5,457 5,683 

清掃衛生費 1,658 1,612 

営業委託費 2,091 1,443 

計 20,086 19,979 

その他 

一般管理費 1,927 2,023 

その他費用 2,666 2,346 

計 4,593 4,369 

合計 90,561 90,323 

 

※当時の指定管理者が行った実績を記載したもので、管理経費の水準を保証するものではない。 
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〔別紙 4〕 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第 1条 指定管理者（以下「乙」という。）は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の

個人が識別され、又は識別され得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この

協定による業務を実施するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人

情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第 2 条 乙は、この協定による業務の実施により知ることのできた個人情報を他に漏らしては

ならない。この協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第 3 条 乙は、この協定による業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の目的

を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（適正管理） 

第 4 条 乙は、この協定による業務の実施により知ることのできた個人情報の漏えい、減失及

び損傷の防止その他個人情報の適正な管理のために必要な規定を整備し、厳格な運用を行わ

なければならない。 

（利用及び提供の制限） 

第 5条 乙は、笛吹市（以下「甲」という。）の指示がある場合を除き、この協定による業務に

関して知ることのできた個人情報を協定の目的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第

三者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第 6 条 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録され

た資料等を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（再委託の禁止） 

第 7 条 乙は、この協定による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、甲が

承諾した場合を除き、第三者にその処理を委託してはならない。 

（資料等の返還等） 

第 8 条 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡され、又は乙自らが収集若

しくは作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡

すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

（従事者への周知） 

第 9 条 乙は、この協定による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、

その業務の実施により知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと又は協定の

目的以外の目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関し必要な事項を周知す

るものとする。 

（実地調査） 

第 10 条 甲は、必要があると認めるときは、乙がこの協定による業務の執行に当たり取り扱っ

ている個人情報の状況について随時実地に調査することができる。 

（事故報告） 

第 11条 乙は、この協定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったときは、

速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 
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〔別紙 5〕 

備品一覧表 

No 品  名 保 管 場 所 数 サイズ 機  種 

1 傘立て 風除室 2 W850×D290×H592  

2 ロビーチェア（背な

し） 

風除室 1 W1800×D480×H385  

3 事務椅子 事務室・憩室 2  W661×D643×H867  

4 両袖デスク 事務室・憩室 1  W1400×D700×H720  

5 固定肘事務椅子 事務室・憩室 1  W661×D643×H867  

6 片袖デスク 事務室・憩室 6  W1200×D700×H720  

7 事務椅子 事務室・憩室 6  W661×D643×H867  

8 キャビネット 事務室・憩室 1  W900×D450×H1050  

9 
オープン書庫（ベース

取付） 
事務室・憩室 

1  W900×D450×H1050  

10 ２枚引違い書庫 事務室・憩室 2  W900×D450×H1050  

11 
２枚引違い書庫（ベー

ス取付） 

事務室・憩室 2  W900×D450×H1050  

12 標準ベースシングル 事務室・憩室 3  W900×D450×H60～80  

13 ﾋﾞｼﾞﾈｽキッチン 事務室・憩室 1  W900×D440×H1715  

14 システムロッカー（３

連２段） 

事務室・憩室 4  W900×D515×H1790  

15 ロビーチェア（背な

し） 

事務室・憩室 1  W1800×D480×H385  

16 軽量ラック 倉庫兼作業スペース 1 W1760×D445×H1808  

17 軽量ラック 倉庫兼作業スペース 1 W1460×D445×H1808  

18 軽量ラック 倉庫兼作業スペース 1 W1460×D445×H1808  

19 軽量高さ調整作業台 倉庫兼作業スペース 2 W1500×D750×H725  

20 展示台 土産・売店等エリア 12 W2100×D900×H720  

21 ２人用木脚チェア 土産・売店等エリア 1 W1500×D480×H400  

22 ３人用木脚チェア 土産・売店等エリア 1 W1800×D480×H400  

23 展示台 土産・売店等エリア 1 W2100×D900×H720  

24 
展示台 展示コーナー～貸し

スペース前 

2 W2100×D900×H720  

25 
２人用木脚チェア 展示コーナー～貸し

スペース前 

2 W1500×D480×H400  

26 
３人用木脚チェア 展示コーナー～貸し

スペース前 

9 W1800×D480×H400  

27 ソファー ヒーリングルーム 24 W600×D600×SD470  

28 テーブル天板 ヒーリングルーム 6 900φ  

29 
ローテーブル用レッ

グ 

ヒーリングルーム 6 H420  

30 65 型液晶テレビ ヒーリングルーム 1   

31 壁掛け金具 ヒーリングルーム 1 W1000×D426×H1206  

32 座卓 備州 ヒーリングルーム 2 W1500×D480×H400  

33 軽量ラック 倉庫～テラス 4 W1460×D445×H1808  
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34 
ゴミ箱 ジャンボス

テーション 2000L 

倉庫～テラス 1 W2240×D1140×H1350  

35 丸椅子 脱衣室 18 W420×H460  

36 
ロビーチェア（背な

し） 

脱衣室 4 W1800×D480×H385  

37 
ロビーチェア（背な

し） 

脱衣室 8 W1500×D480×H385  

38 43 型液晶テレビ 脱衣室 2 W971×D714×H632  

39 
工場扇 スタンドタ

イプ 

脱衣室 4 50ｃｍ、100Ｖ  

40 
ステンレスシェルフ 棚

板 4段 

浴室 6 
W910×D359×H1390 

 

41 
インフィニティチェ

ア 

外気浴スペース 8 W660×D840×H880  

42 パラソル 外気浴スペース 6 W2650×D2650×H2450  

43 パラソルベース 外気浴スペース 6 W450×D450×H330  

44 
サンシェード 外気浴スペース 1 W26,950×D8,738～

11,827 

 

45 授乳テーブル 授乳室 1 W760×D450×H620  

46 
エンジェル K 授乳ソ

ファダブル 

授乳室 1 W1200×D600×H700  

47 おむつ交換台 授乳室 1 W600×D900×H980  

48 ガーデンベンチ 外構 4 W1800×D580×H770  

      

      

 

 

 

別図  

 

平面図(施設) 

外構平面図 

駐車場平面図（ゲートボール場・温泉スタンド） 



源泉

駐車場・温泉スタンド

ゲートボール場

管理範囲



バラ管理区域
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みさかの湯




